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１ 都市計画決定（変更）の流れ 
 
１－１ 都市計画素案の作成 
 
（１）事前相談 
 原因者（都市計画事業を実施する事業担当課等）は都市計画の決定（変更）が必要な案件が発生した場

合には、都市計画担当課（技術企画課）に対し、他の都市計画との整合、手続き、図書の作成、スケジュ

ール調整等を行う必要があるため事前相談を行うこと。 
 
（２）素案（図書）の作成 
 原因者は、都市計画素案の作成を行うこと。なお、過去の都市計画決定図書は公文書館に保管されてい

るので、貸出しを希望する場合には前もって担当者に依頼すること。 
 
（３）スケジュール案の作成 
 都市計画担当課は、事前相談を受けた案件についてスケジュール案を作成し、原因者と都市計画決定（変

更）手続きの日程調整を行うこと。 
  
（４）素案の送付 
 原因者は、素案の作成ができた段階で都市計画担当課に対し、素案を送付すること。この素案送付をも

って都市計画決定の手続きが正式にスタートすることとなる。 
 都市計画担当課は、素案が送付された場合にはすみやかに内容の確認を行い、修正の必要がある場合に

は都市計画決定協議ＤＢ又は文書により修正指示を行うこと。 
 
 
１－２ 住民意見の反映（１６条１項） 
 
（１）住民意見の反映 
 都市計画の案を作成しようとする場合においては、必要に応じて公聴会の開催等により住民の意見を反

映させるために必要な措置を講ずることとされている。住民意見の反映は、都市計画案の策定における多

様な住民参加の機会の提供、及び合意形成を促進する観点から、できるだけ早い段階で行うことが望まし

い。（資料３ 都市計画案の公聴会等開催要件 参照） 
 
【都市計画案の策定における住民参加手法の例】 
○不特定多数の住民を対象とするもの →アンケート、パブリックコメント、公聴会 
○特定の地域の住民を対象とするもの →住民説明会、拡大住民説明会 
 
 
１－３ 関係機関協議等 
 都市計画決定手続きにおいては市町村の意見聴取、国土交通大臣協議、施設管理予定者との協議が必要

とされている。都市計画担当課は、これら以外にも円滑な事業実施の観点から任意の手続きとして事前協

議・照会を行なうこととしている。また、原因者及び都市計画担当課は、都市計画案の作成における手戻

りを最小限とするため、必要に応じて事前説明を行うことが望ましい。 
 
（１）市町村意見聴取（１８条１項） 
 市町村が定める都市計画との整合を図り、計画調整を行うため、都市計画を決定（変更）しようとする

関係市町村に対して意見照会を行う。法定手続きに先立って事前照会をすることとしており、必要に応じ

て事前説明を行う。 
 
（２）国土交通大臣協議（１８条３項） 
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 国の利害に重大な関係がある都市計画を決定（変更）しようとするときは、あらかじめ、国土交通大臣

に協議し、その同意を得なければならない。法定手続きに先立って事前協議をすることとしており、必要

に応じて事前説明を行う。 
協議期間に１～２箇月間を要する場合が多く、その後の手続きのスケジュールに与える影響が大きいた

め、円滑な調整を行うことが必要である。 
 
（３）施設管理予定者との協議（２３条６項） 
 都市施設に関する都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、当該都市施設の管理予定者に協議

しなければならない。法定手続きに先立って、必要に応じて事前説明を行う。 
 
（４）その他関係機関との協議 
 原因者（事業者）は、都市計画の決定（変更）手続きに併せて、その後の事業実施段階における関係法

令手続きや調整事項を明らかにするため、必要に応じて前述（３）以外の関係機関との協議・調整を行う。 
 
 
１－４ 公告、縦覧、意見書の提出 
 
（１）公告・縦覧（１７条１項） 
 都市計画を決定しようとするときは、あらかじめ、その旨を公告し、都市計画の案を公告の日から２週

間縦覧しなければならない。公告は県公報に搭載することにより行い、都市計画担当課及び関係市町村の

市役所・役場で縦覧を行う。 
 県公報の搭載のみでは十分な周知が困難であることから、必要に応じて県政記者クラブへの資料提供、

ホームページ、県及び市町村広報誌、新聞広告、ケーブルテレビ等を通じて、縦覧を行うことを広く周知

することが望ましい。 
 
（２）意見書の提出（１７条２項） 
 都市計画の案について、関係市町村の住民及び利害関係人は縦覧期間満了の日までに意見書を提出する

ことができる。この場合、「住民」とは、必ずしも住民登録を行っている者に限定する必要はなく、「利害

関係人」とは、都市計画が決定されようとする施設又は事業の区域内の土地について、所有権、賃借権を

持っている者等の法律上の利害関係を有する者のほか、ひろく、その土地の周辺の住民、施設を利用しよ

うとする者も利害関係人となるとされている。（都市計画法の運用Ｑ＆Ａ） 
 
 
１－５ 都市計画審議会（１８条１項） 
 
（１）諮問 
 都市計画の案について、県土整備部長が都市計画審議会に諮問を行う。都市計画の案を都市計画審議会

に付議しようとする場合は、前記により提出された意見書の要旨を資料として都市計画審議会に提出する。  
 この場合、意見書に対する都市計画決定権者の見解を示した見解書を提出するものとする。 
 
（２）議決 
 都市計画審議会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは会長が決する。 
 
（３）都市計画審議会の開催時期 
 都市計画審議会の開催には、概ね２ヶ月程度の準備期間が必要となる。また、委員には県議会議員、市

町村長、市町村議会議長等が含まれるため、極力、議会が開催される月には審議会を開催しないこととし

ている。 
 なお、平成２２年３月から都市計画審議会における審議のいっそうの充実を図り、重要案件について十

分な審議時間を確保するために予備審議を設ける等、審議方法の見直しを行っている。（資料４参照） 
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１－６ 都市計画の決定及び変更（１８条１項） 
 
（１）都市計画の決定及び変更 
 県は都市計画審議会の議を経た都市計画案を決定（変更）する。 
 
（２）告示（２０条１項） 
 都市計画を決定（変更）したときは、その旨を県公報に告示する。都市計画は告示のあった日から効力

を生ずる。 
 
（３）図書の送付（２０条１項） 
 都市計画を決定（変更）したときは、関係市町村長に図書の写しを送付すること。図書の送付を受けた

市町村は、その写しを縦覧するとともに、縦覧場所を公報その他の手段により公告しなければならない。

また、市町村が都市計画を決定（変更）したときには県知事に図書の写しを送付し、県においても公告・

縦覧を行う。 
 
（４）縦覧（２０条２項） 
 都市計画の決定（変更）図書は永久的に縦覧に供しなければならないが、大部分は公文書館及び政策法

務課書庫に保管されているため、住民や関係機関からの求めに応じて迅速な対応が可能となるよう、都市

計画情報管理台帳データベースの構築によるサービス向上と事務の簡素化を行っている。 
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１－７ 都市計画決定（変更）フロー 

 

（１）県決定 
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（２）市町村決定 
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２ 都市計画決定（変更）図書の作成 
 

（１）都市施設の都市計画決定（変更）図書 

 

【都市施設の都市計画決定（変更）図書一覧】 

図書名称 使用様式・図面 記載事項 備考 

①計画概要書 作成例１ 計画概要を記載 ○共通 

②計画書 

（理由書） 

作成例２ 

 

法令により都市計画に定めるべき事項 

（当該都市計画を定める理由） 

■共通 

③総括図 1/25,000以上の地形図 

作成例３ 

おおむねの区域 ●共通 

④計画図 1/2,500以上の平面図 

作成例４ 

法令により都市計画に定めるべき事項 ●共通 

⑤都市計画の策定の

経緯 

作成例５ 都市計画決定に必要な手続きの状況及び事

業予定 

○共通 

⑥字名一覧表 作成例６ 都市施設の区域に含まれる字名を記載 ○共通 
⑦関係機関協議状況 作成例７ 概要一覧、協議録 ○共通 
⑧住民説明状況 作成例８ 概要一覧、協議録 ○共通 
⑨現況写真・イメージ

パース 

航空写真、現況写真、イメ

ージパース 

航空写真、現況写真等に都市計画区域の線を

記載 

○共通 

⑩その他参考資料 変更前後対照表（道路幅員

変化位置図）作成例９ 

道路構造区条例ﾁｪｯｸﾘｽﾄ※ 

交差点ﾁｪｯｸﾘｽﾄ 

環境影響評価資料 

構造変更箇所の確認ができる書類、道路構造

令への適合ができる書類を添付 

 

※都道府県道の場合は県条例 

国道の場合は道路構造令 

○個別 

⑪その他参考図面 計画平面図、施設計画図 

計画縦断図、標準断面図 

交差点平面図、流線図 

字界図(小字) 等 

※施設種類に応じて作成 

都市施設の区域の根拠となる図面を添付 

（各図面には都市施設区域を明示し、縮尺は

都市施設の区域の決定根拠が判別可能な程

度とする。） 

○個別 

    

注）１ 凡例は、■：法定図書（指定様式あり）、●：法定図書（指定様式なし）、○：参考図書（指定様

式なし）を示している。 

２ この作成図書一覧は都市施設（道路）の場合を想定している。備考欄の「共通」は全ての都市施

設で作成、「個別」は都市施設の種類に応じて必要な書類を作成する。 

３ 図書にはインデックスを添付すること。 

４ 全ての図書は、都市計画情報台帳管理システムに登録を行うため、電子データを提出すること。

（データは汎用性の高いものとし、１ファイル10 ﾒｶﾞﾊﾞｲﾄ以下、かつ８ファイル以下とする。） 

 

（２）図書の作成部数 

 国土交通大臣協議あり 国土交通大臣協議なし 

技術企画課 １ １ 

市町村 １※ １※ 

関係機関 １※ １※ 

中国地方整備局 １ － 

計 ４※ ３※ 

注）※は関係する市町村および関係機関が複数の場合は必要部数を技術企画課に確認すること。 
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（３）都市計画決定（変更）図書の作成例 

 

①計画概要書 

 都市計画決定（変更）を行う都市施設の計画概要を記載する。 

 

【作成例１：計画概要書】 

 

計画概要書 

１ 都市計画決定（変更）の概要 
（１）名称 倉吉都市計画道路 １・５・１号 関金和田線 
（２）位置 倉吉市関金町大鳥居～倉吉市和田 
（３）計画諸元 延長：11,080ｍ 車線数：２車線 幅員：１４ｍ 

規格：１種３級 設計速度：８０km/h 
（４）決定内容 

（変更） 
・路線延長を３，３４０ｍから１１，０８０ｍに延伸する。 
・路線延伸に伴い、路線名を「福光和田線」から「関金和田線」に名称を改める。 

（５）決定理由 
（変更） 

当路線は、地域高規格道路「北条湯原道路」の一部として倉吉市福光地内を起点、

同市和田地内を終点とする延長約３，３４０ｍの自動車専用道路で、１・５・１号福

光和田線として平成１９年１月に都市計画決定している。今回の変更は、倉吉関金道

路の事業化に伴い、都市計画決定の起点部分を変更するものである。また起点部の変

更に伴い、名称も関金和田線に変更する。 

（６）経緯 H18.4 倉吉道路L=4.4km（倉吉ＩＣ～県道仙隠岡田線）事業化 
H19.1 倉吉道路の一部区間L=3.34ｋｍを都市計画決定 

倉吉市和田（倉吉ＩＣ）～倉吉市福光（倉吉西ＩＣ） 
倉吉都市計画道路 １・５・１号 福光和田線 

H23.4 事業区間を倉吉道路L=4.05kmに変更予定 
    倉吉関金道路L=7.03kmを新規事業化採択 
H24  倉吉道路L=3.34km（倉吉ＩＣ～倉吉西ＩＣ）供用予定 

 
２ 参考図等 
（１）幹線道路網図 
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（２）路線位置図 

 

 
（３）都市計画決定と事業の状況 

 
３ その他参考となる事項 
・環境影響調査結果 
・他事業との関連 等 

H12 事業化 H9 事業化 H18.4 事業化 H23 新規事業化採択 

北条倉吉道路 

（延伸） 

L=2.1km 

北条倉吉道路 

 

L=4.4km 

倉吉道路

 

L=4.05km

H19.3 

供用 

H24 年度 

供用予定 

倉吉関金道路

 

L=7.03km 

北条ＩC 北栄ＩC 北栄南ＩC 倉吉ＩC 倉吉西ＩC （仮）福山ＩC （仮）小鴨ﾊｰﾌＩC

：供用中 ：事業中 ：新規事業化

現道接続

既決定区間 

L=3.34km  

H19.1 

都市計画 

決定状況  関金和田線L=11.08km 

今回延伸区間 

L=7.74km 

H30 年代前半 

供用予定 

H30 年代後半 

供用予定 
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②計画書（法第14条、規則第9条第3項） 

 計画書は、都市計画の内容を都市計画の種類ごとに表示するとともに、都市計画を定めた理由を明確に

示すことを目的とするものである。「理由」は、計画書の一部を構成するものではあるが、都市計画の内容

ではない。計画書の下部または別紙に「理由書（変更理由書）」として都市計画決定（変更）を行う理由を

具体的に記述する。（■改定新都市計画の手続／H13.6（財）都市計画協会参照） 

 

【作成例２：計画書（道路の場合）】 
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【計画書の書式例】（改定新都市計画の手続／H13.6（財）都市計画協会） 

 

 

 



 11
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③総括図（法第14条、規則第9条第1項） 

 総括図は、当該都市計画区域に定められる各都市計画の関連がわかるように作成する。区域区分、地域

地区に関する都市計画は一葉の図面に表示するものとされており、都市施設、市街地開発事業等に関する

都市計画はできる限り一葉の図面に表示するものとされている。 

 

 １）総括図の縮尺 

計画図は１／２５，０００以上の地形図により作成する。 

 

 ２）総括図に表示する事項 

 通常の場合は、各市町村が作成している総括図に計画決定（変更）のおおむねの位置又は区域及び名称

等を表示するものとする。 

 

【総括図に表示する事項】 

種類 表示すべき事項 決定権者 

区域区分 おおむねの区域 県 

地域地区 同上（10ha未満はおおむねの位置） 県、市町村 

都市施設 おおむねの位置 県、市町村 

市街地開発事業 おおむねの施行区域 県、市町村 

市街地開発事業予定区域 おおむねの区域 県 

地区計画等 おおむねの地区 市町村 

 

【作成例３：総括図】 

 決定（変更）する都市計画を、赤色の実線によりふちどり（着色）し、都市計画の名称、概要を表示す

る。都市計画の一部のみを変更する場合は、その部分に旗揚げし、変更の概要を表示する。 

 

※その他都市計画についても、例に準じて表示する。 

公園の例 

道路の例 
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④計画図（法第14条、規則第9条第2項） 

 計画図は、個々の都市計画の内容を明確にするものであり、これにより都市計画制限等の範囲が決定す

る。計画図の表示は、土地に関し権利を有する者が、自己の権利に係る土地が都市計画で定める区域に含

まれるかどうかを容易に判断することができるものでなければならない。 

 

 １）計画図の縮尺 

計画図は１／２，５００以上の平面図によるものとされているが、必要に応じて縮尺の大きい図面を

用いることが望ましい。 

 

 ２）計画図に表示する事項 

 計画図には計画書に表示することが適当でない又はできない事項を表示する。（計画書の記載事項を

重複して表示する趣旨ではない。）また、計画書に｢計画図表示のとおり｣とした事項以外のものについ

ては、参考図により表示するものとする。 

 

 ３）計画図の表示方法 

区域の表示は、赤色の実線によりふちどりして行うものとする。なお、区域の表示を明確にするため、

必要に応じて測点を設けて「測点A～Bは地番界」等の表示により補足する。区域を変更する場合には、

変更内容（追加、削除、変更）が明確に判断できるよう表示を工夫すること。 

 

○計画図には法令で定められている事項のみを表示し、これ以外のものは参考図に表示する。 
○図面表示は以下の凡例により行うこととし、着色時には背景の平面図が確認できるよう透過させること。 
 
（凡例の例） 

  
 

 

都市計画区域 

変更しない部分 

追加する部分 

削除する部分 

変更後の区域を赤線で縁取りする

既決定区域のうち変更しない部分は、赤線のハッチとする 

新たに追加する部分を赤色で着色する

区域から削除する部分を黄色で着色する
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【作成例４：計画図】 

 
（線的施設について：道路の例） 
 道路、都市高速鉄道等の線的都市施設については、下記の例により作成する。 

 

 
 
 
（面的施設について：公園の例） 
 公園、駐車場、公共空地等の面的施設については、下記の例により作成する。 

 
 

都市計画の名称 

都市計画に定める事項

都市計画の名称 

都市計画に定める事項 
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⑤都市計画の策定の経緯 

都市計画決定に必要な手続きの状況及び事業実施予定を記載する。 

 

【作成例５：都市計画の策定の経緯】 

事      項 時      期 備      考 
住民説明会 
 

平成２１年１２月１５日 
平成２１年１２月１７日 

大山町 
琴浦町 

中国地方整備局長事前協議 平成２２年１１月２日  
琴浦町の意見聴取 平成２２年１１月２６日  
大山町の意見聴取 平成２２年１２月３日  

計画案の縦覧 
 

平成２２年１０月１２日から 
平成２２年１０月２６日まで 

 

都市計画審議会 平成２２年１２月２０日  
国土交通大臣同意 平成２３年１月（予定）  
決定告示 平成２３年１月（予定）  

 

 

⑥字名一覧表 

都市施設の区域に含まれる字名を記載する。 

 

【作成例６：字名一覧表】 

大字 字 備考 
倉吉市関金町関金宿 字王子前、字瀧口、字皮出、字鳥越、字鳥越山、字土床、

字中道端、字山王河原、字横路、 
追加 

〃 関金町大鳥居 字地堂、字竹鼻 変更 
〃 関金町関金宿 字宮ノタワ、字大工前、字法大神 削除 

注）備考欄には、新たに区域に入る場合は｢追加｣、区域に変更がある場合は｢変更｣、区域から外れる場合

は｢削除｣と記載する。 
 
 

⑦関係機関との協議状況 

 関係機関との協議状況一覧、協議録を添付する。 

 

【作成例７：関係機関との協議状況一覧】 

関係法令等 協議先 手続きの要否 手続きの状況 

河川法 ○○県土整備局 要 H22.11.10協議済 

埋蔵文化財保護法 ○○市教育委員会 要 未 

道路法 公安委員会 不要 H22.10.9協議済 

農地法 ○○町農業委員会 不要 H22.10.5協議済 

森林法 ○○農林局 要 未 

ＪＲ跨線橋 ＪＲ西日本米子支社 要 未 
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⑧住民説明状況 

 住民説明の状況一覧、協議録を添付する。 

 

【作成例８：住民説明の状況一覧】 

年月日 地区名 内容 参加者数 

H22.6.6 ○○地区（役員会） 都市計画案について説明 10名 

H22.8.25 ○○地区（自治会） 都市計画案について説明 30名 

H22.9.10 ○○地区（地権者） 都市計画案について説明 10名 

H22.10.5 ○○地区（自治会） H22.8.25説明会質問事項への回答 25名 

    

    

 

 

⑨現況写真、イメージパース 

図面のみでは計画のイメージがつかみにくい場合が多いため、必要に応じて航空写真、現況写真等に都

市計画区域の線を記載したものを添付する。 

 

【作成例９：現況写真】 
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⑩その他参考資料 

・変更前後対照表（※道路幅員変化位置図を含む） 
・道路構造条例チェックリスト（道路の場合） 

・交差点チェックリスト（道路の場合） 

・環境影響評価資料 

 

【作成例９：変更前後対照表】 

 

 

 

⑪その他参考図面 

・都市施設の区域の根拠となる図面（計画平面図、標準断面図、計画縦断図、施設計画図、交差点平面図、

流線図、字界図(小字) 等）で施設種類に応じて作成する。（各図面には都市施設区域を明示し、縮尺は都

市施設の区域の決定根拠が判別可能な程度とする。） 
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３ 資料編 
 
資料１ 都市施設の整備に関する計画（都市計画便覧H27.3改定版 抜粋） 
資料２ 都市計画決定権者一覧（都市施設） 
資料３ 都市計画案の公聴会等開催要件(H14.8.26都計第261号県土整備部長通知） 
資料４ 鳥取県都市計画審議会における審議方法の見直しについて（H22.3.11 第 200900198584 号景

観まちづくり課長通知） 
資料５ 様式集 
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資料１ 都市施設の整備に関する計画（都市計画便覧H28.4改定版 抜粋） 

 

(３)都市施設の種類と都市計画の内容 

【都市施設の種類と都市計画の内容】（都計法第11条、都計令第６条、都計規則第7条） 

分類 種類 都市計画に定める内容 

共通項目  ①都市施設の種類 ②名称 ③位置 ④区域 

(1)交通施設 道路 ⑤種別：自動車専用道路、幹線街路、区画街路、特殊街路の別 

⑥車線の数 

⑦その他構造：幅員並びに嵩上式、地下式、掘割式、地表式の別(地表式の区

間は鉄道、自専道、幹線街路と交差するときは立体交差又は平面交差の別)

都市高速鉄道 ⑤構造：嵩上式、地下式、掘割式、地表式の別(地表式の区間は鉄道、自専道、

幹線街路と交差するときは立体交差又は平面交差の別) 

駐車場 ⑤面積 

⑥構造：地上及び地下の階層 

自動車ターミナル ⑤種別：ﾄﾗｯｸﾀｰﾐﾅﾙ又はﾊﾞｽﾀｰﾐﾅﾙの別 

⑥面積 

空港 ⑤面積 

その他交通施設 － 

(2)公共空地 公園 ⑤種別：街区公園、近隣公園、地区公園、総合公園、運動公園、広域公園、

特殊公園の別 

⑥面積 

緑地、広場、墓園 ⑤面積 

その他公共空地 － 

(3)供給 

・処理施設 

下水道 ⑤排水区域 

汚物処理場、ごみ焼却

場 

⑤面積 

水道、電機供給施設、

ガス供給施設、その他

供給施設又は処理施設 

－ 

(4)河川、運河その他の水路 ⑤構造：堤防式、掘込み式の別及び単断面式又は複断面式の別 

(5)学校、図書館、研究施設その他の教育

文化施設 

⑤面積 

(6)病院、保育所その他の医療施設又は社

会福祉施設 

⑤面積 

(7)市場、と畜場又は火葬場 ⑤面積 

(8)一団の住宅施設（１団地における 50

戸以上の集団住宅及び附帯する通路そ

の他の施設） 

⑤面積 ⑥建築物の建ぺい率の限度、⑦建築物の容積率の限度、⑧住宅の低

層、中層又は高層別の予定戸数並びに公共施設、⑨公共施設、公益的施設

及び住宅の配置の方針 

（面積が20ha以上の場合、国の機関又は地方公共団体から施行予定者を定め

ることができる） 

(9)一団地の官公庁施設（１団地の国家機

関又は地方公共団体の建築物及び附帯

する通路その他の施設） 

⑤面積 ⑥建築物の建ぺい率の限度、⑦建築物の容積率の限度、⑧公共施設、

公益的施設及び建築物の配置の方針 

（国の機関又は地方公共団体から施行予定者を定めることができる） 

(10)流通業務団地 ⑤流通業務施設の敷地の位置・規模並びに公共施設及び公益的施設の位置・

規模、⑥建築物の建ぺい率の制限、⑦建築物の容積率の制限、⑧建築物の

高さの制限、⑨建築物の壁面の位置の制限（流通業務市街地法第７条） 

（国の機関又は地方公共団体から施行予定者を定めることができる） 

(11)一団地の津波防災拠点市街地形成施

設 

－ 

(12)一団地の復興拠点市街地形成施設 － 

(13)その他の都市施設 

 

－ 
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（５）道路の都市計画決定に関する留意事項 

１）構造（運用指針Ⅳ－２－２ Ⅱ Ａ－２） 

① 「車線の数」の定義 

「車線」とは、道路構造令第２条第５号に規定する車線（一縦列の自動車を安全かつ円滑に通行させる

ために設けられる帯状の車道の部分（副道を除く。））をいい、「車線の数」とは、道路構造令第５条に

基づき定められる車線の数をいう。なお、道路構造令第３条第２項に規定する第３種５級及び第４種４級

の車線がない道路については、車線の数を定めない。 

 

【車線の数を定める場合の留意事項】 

○車線の数を定めるに当たって、一の路線において車線の数が異なる区間がある場合は、当該路線の延長

の二分の一以上の区間を占める車線の数を採用する。 
 

※幅員・車線数の表示例 

      ４車線の延長900ｍ、２車線の延長600ｍからなる 

   延長1,500ｍ、幅員27ｍの幹線街路の場合 

   ３・３・○    ○○○○線 

    （幅員２７ｍ、４車線） 

 

○交差点で付加車線を設ける場合等局所的に車線の数が異なる場合、及び立体交差部分で側道を設ける場

合については、車線とは取り扱わず、異なる車線の数として取り扱わないこと。 
 

○車線の数を決定するに際して、幅員の考え方は、道路構造に関する政令・条例における幅員（基準）に

適合していること。 

 

② 嵩上げ式、掘割式、地下式、地表式の別 

【嵩上式、掘割式、地下式、地表式の別】 

嵩上式 道路面が地表面よりおおむね5m以上高い区間が350m以上連続している区間 

掘割式 道路面が地表面よりおおむね5m以上低い区間が350m以上連続している区間で地下

式の区間以外の区間 

地下式 道路が連続して350m以上連続して地下にある区間 

地表式 嵩上式、掘割式、地下式の区間以外の区間 

 

③ 幅員 

 幅員とは、車道、歩道、中央帯等の幅員の総和である道路の幅員をいう。 

 

２）都市計画決定する道路幅員の扱い 

都市計画に決定する道路の幅員は、原則として道路構造令に基づき構成される横断面の基本幅員とす

る。 

また法面等で道路の構造上必要な範囲は、総括図、計画図に記載する都市施設の区域に含めるものとす

る。 

 

【道路の都市計画に定める区域と幅員のイメージ】 

 
 

幅員（都計規則第７条第２号）(有効幅員) 

区域（都計法第11第２項） 
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３）名称 

 道路に関する都市計画に定める名称は番号及び路線名とし、番号の付し方は運用指針に定められてい

る。 

凡例 番号の付し方 

  ①区分 ②規模 ③一連番号（区域ごと） 路線名 

【道路の番号】 

①区分 ②規模 ③一連番号 

区分１ 自動車専用道路 

区分３ 幹線街路 

区分７ 区画街路 

区分８ 歩行者専用道、自転車専用道、自転

車歩行者専用道 

区分９ 都市モノレール専用道等 

区分10 路面電車道 

１ 幅員40m以上のもの 

２ 幅員30m以上40m未満のもの 

３ 幅員22m以上30m未満のもの 

４ 幅員16m以上22m未満のもの 

５ 幅員12m以上16m未満のもの 

６ 幅員8m以上12m未満のもの 

７ 幅員8m未満のもの 

都市計画区域毎の一連

番号を付する。 

 

 

 ４）一般国道又は都道府県道と市町村道とで構成される一の路線の都市計画道路に係る都市計画を変更

する主体 
 平成２７年１２月２２日付国都計第１２７号（国土交通省都市局都市計画課長通知）の技術的助言によ

り、以下のとおり取り扱うこととされている。 
変更区間 決定権者 

一般国道又は都道府県道部分のみ 都道府県 
市町村道部分のみ 市町村 

双方を含む 原則都道府県(※) 
※都道府県と市町村による協議の上、一般国道又は都道府県道部分について都道府県が、市町村道部分に

ついて市町村がそれぞれ変更することも考えられる。 
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資料２ 都市計画決定権者一覧（都市施設） 
 

○都市計画決定権者一覧（都市施設） 

 

都 市 計 画 の 内 容 

 

市町村決定 県  決  定 

知事協議 

(同意)
 

大臣同意 

不  要 

大臣同意 

必  要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都 

 

 

 

 

 

 

市 

 

 

 

 

 

 

施 

 

 

 

 

 

 

設 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

道 

 

路 

 

一般国道   ○ 

都道府県道
 

 ○  

その他の道路
 

○   

自動車専用道路
 

 

高速自動車国道   ○ 

その他  ○  

都市高速鉄道   ○ 

駐車場 ○   

自動車ターミナル
 

○   

 

空港 

 

第１種   ○ 

第２種・第３種  ○  

その他 ○   

 

公園・緑地 

 

国が設置する面積10ha以上のもの   ○ 

県が設置する面積10ha以上のもの  ○  

その他 ○   

広場・墓園
 

国又は県が設置する面積10ha以上のもの  ○  

その他 ○   

その他公共空地 ○   

水道
 

 

水道用水供給事業  ○  

その他 ○   

電気・ガス供給施設 ○   

下

水

道
 

 

公共下水道
 

 

排水区域が２以上の市町村区域  ○  

その他 ○   

流域下水道  ○  

その他 ○   

汚物処理場･ごみ焼却場

 

産業廃棄物処理施設  ○  

その他 ○   

地域冷暖房施設 ○   

 

河川 

 

一級河川   ○ 

二級河川  ○  

準用河川 ○   

運河  ○  

学校
 

 

大学・高等専門学校 ○   

その他 ○   

図書館・研究施設、病院・保育所等 ○   

市場・と蓄場、火葬場 ○   

一団地の住宅施設
 

○   

一団地の官公庁施設   ○ 

流通業務団地  ○  

一団地の津波防災拠点市街地形成施設 ○   

電気通信事業用施設 ○   

防風・防火・防水・防雪及び砂防施設 ○   

防潮施設  ○  
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資料３ 都市計画案の公聴会等開催要件 

 

【都市計画案の公聴会等開催要件(H14.8.26都計第261号県土整備部長通知）】 

１）公聴会を開催する場合 
  次のいずれかに該当する場合には、公聴会を開催する。 

①都市計画区域マスタープランの決定及び変更 
②市街化区域及び市街化調整区域に関する都市計画（線引き）を定める場合 
③用途地域の全般的な見直しなど、都市の将来をある程度決定するような地域地区の再編を行う場合 
④道路網について全体的な見直しをする場合 
⑤環境影響評価対象事業に係る都市計画の決定（変更）など、都市構造に大きな影響を及ぼす根幹的な都
市施設を定める場合 

⑥その他都市計画決定権者が必要と認める場合 
  
２）公聴会は開催しないが、住民説明会の対象を拡大する場合（拡大住民説明会） 

  次のいずれかに該当する場合（上記①～⑥に該当する場合を除く。）には、地雑者中心の説明会ではなく、
広く地域住民を対象として集落単位で説明会を開催する。 

  ①新規の幹線道路に係る都市計画を決定する場合 
  ②下水道処理場の位置を決定する場合 
  ③産業廃棄物処理施設（環境影響評価対象外のものに限る）の位置を決定する場合 
 
 ３）地権者中心の住民説明会を開催する場合 
   ①，②以外の場合は従来どおり、地権者中心の住民説明会を開催する。 
 
 ４）公聴会等の開催フロー 

 

 
 

都市計画の決定・変更（案）

・都市計画区域マスタープランか？ 
・線引きか？ 
・用途地域の全体的な見直しか？ 
・道路網についての全体的な見直しか？ 

環境影響評価法又は鳥取県環境影
響評価条例の対象事業か？ 

・新規の幹線道路か？
・下水道処理場か？ 
・産業廃棄物処理場か？ 

新規か？ 

環境影響評価法又は鳥取県環境影響評
価条例による再アセスが必要か？ 

公聴会の開催 
公聴会は原則不要

拡大住民説明会のみの開催 
地権者中心の住民説明
会の開催 

YES 

NO 

YES NO 

NO 

YES 

YES YES NO NO 
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資料４ 都市計画審議会における審議方法の見直し 

 

 

都市計画審議会における審議方法の見直し 

平成２２年３月８日 
鳥取県都市計画審議会 

 

都市計画審議会における審議のいっそうの充実を図り、重要案件について十分な審議時間を確保するた

め、審議方法の見直しを行う。 

 

１ 見直しの背景と現状 

○道路をはじめとする都市施設の決定、変更にあたっては、都市構造に大きな影響を与える国道の新規決

定も、事業実施に伴う県道の道路区域の軽易な変更も区別することなく同質な資料を作成し、原則1回

の審議会で審議を行っている。 
○このため、議案が複数ある場合など、十分な審議時間の確保が困難な場合があった。 
○さらに、委員によっては地理に不案内であったり、専門的な図面から計画や現地の状況を類推せざるを

得ないなど、審議に必要な情報の提供が十分でないとの指摘があった。 
○なお、都市計画区域マスタープランや区域区分の決定、変更など都市計画の根幹に関わる案件について

は、従前から検討状況などを審議会に報告し意見を伺いながら進めている。 
○また、法に基づき都市計画手続きと併せて行う環境影響評価など高度な専門性が必要な案件については、

専門委員を別途任命し専門委員会による調査審議を行うこととしている。 
 

２ 審議方法の見直し 

２－１ 重要案件の予備審議の実施 

都市構造や住民の権利制限等に重大な影響を与える案件については、関係機関との調整を終えていない

段階で審議会に基本方針、概要を説明し、意見を伺う。 

（１）重要案件の要件 

①都市計画区域及び準都市計画区域の決定及び変更 
②都市計画区域マスタープランの決定及び変更 
③区域区分（いわゆる線引き）の決定及び変更 
④都市構造に大きな影響を及ぼす都市計画の新規決定（原則、県決定の都市計画すべて） 
・地域地区（臨港地区、風致地区 等） 
・都市施設（道路、公園、産業廃棄物処理施設 等） 
・市街地開発事業（土地区画整理事業、市街地再開発事業 等） 等 
・その他審議会が必要と認める案件 

（２）予備審議の時期 

・素案作成後、関係機関事前協議、住民説明会と同時期 

 

２－２ 軽易案件の審議の効率化 

都市構造や住民の権利制限等に与える影響が軽微な案件については、審議会での説明や資料の簡素化、

審議の効率化を図る。 

（１）軽易案件の要件 

①事業実施に伴う都市計画変更で、次の要件をすべて満たす案件 
・変更の対象区域に含まれる用地の取得が完了していること。 
・住民説明会、縦覧手続きにおいて事業に対する反対意見がなく地域住民との合意形成が図ら

れていると認められること。 

鳥取県都市計画審議会における審議方法の見直しについて（通知） 

／H22.3.11第200900198584号景観まちづくり課長通知 
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・関係機関との協議、調整が図られていること。 
・事業が完了段階で、審議会の意見を計画に反映することが実質的に困難であること。 

②整備済みの施設の追加や、車線数のみの決定など、住民の権利制限に影響を与えない案件 
③その他審議会が簡易な取り扱いが適当と認める案件 

（２）軽易案件の審議方法 

①事業完了時期にこだわらず、重要案件や一般の案件が審議される審議会で一括して審議するも

のとする。 
②資料を概ね２週間前までに送付し、委員から事前に質問、意見を伺う。 
③審議会においては、事務局からの詳細な説明は省略し、事前に出された質問、意見への回答を

中心に議事を進める。 
④この扱いにより、事業完了、施設供用後の審議を認めることとなるが、事業者は、施設供用前

に住民説明会を実施し、関係機関との協議を完了すべきものとする。 

 

２－３ 審議会への積極的な情報提供 

審議に必要な情報の積極的な提供に努める。 

○現地写真や完成予想図、立体図等を活用したわかりやすい説明資料を作成する。 

○論点の整理、明確化など、審議の効率化に配慮した資料作成に努める。 

○必要に応じて、現地調査の実施、事業者からの事業内容の聞き取りなどを行う。 

 

２－４ その他 

環境影響評価をはじめとする高度な専門性が必要な案件の審議については以下のとおり取り扱う。 

○法に基づき都市計画手続きと併せて行う環境影響評価など、高度な専門性が必要な案件については、

従前通り専門委員を任命し専門委員会による調査審議を行う。 

○法に基づかない環境影響評価については、事業者が事業計画を策定するために任意で行うものであ

るため、その内容について原則、審議会での審議の対象としないが、環境についての意見書に関す

る審議の場合など、必要に応じて事業者や専門家から評価の内容を詳細に聞き取るなどの対応を行

うこととする。 

 

(参考) 

■鳥取県都市計画審議会条例 

 
(組織) 
第2条 審議会は、委員16人以内で組織する。 
2 審議会に、特別の事項を調査審議させるため必要があるときは、臨時委員若干人を置くことができる。 
3 審議会に、専門の事項を調査させるため必要があるときは、専門委員若干人を置くことができる。 
 
 (臨時委員及び専門委員) 
第4条 臨時委員及び専門委員は、知事が任命する。 
2 臨時委員は当該特別の事項に関する調査審議が終了したとき、専門委員は当該専門の事項に関する調

査が終了したときは、解任されるものとする。 
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重要案件 軽易案件

①都市計画区域の指定、変更
②区域マスタープランの決定、変更
③区域区分（線引き）の決定、変更
④県が決定する都市計画の新規決定

マスタープラン、区域再編など都
市計画の根幹に関わる案件に
ついては、素案の検討段階で逐
次状況報告等を行う。

予備審議 住民説明
関係機関事前
協議

都市計画案の
公告・縦覧

市町村意見の
聴取

資料を概ね2週間前に送付し、委
員から事前に質問、意見を伺う。

都市計画案の修正

鳥取県都市計画審議会

審議方法見直し後の都市計画決定の流れ

国土交通大臣同意協議

都市計画決定告示

都市計画素案の作成

素案を修正し都市計画案を作成

関係機関協議

一般の案件

（任意アセス実施事業）
環境についての意見書提出等
があった場合、必要に応じて事
業者や専門家から詳細な内容
の聞き取り等を行う。

・重要案件や一般の案件が審議さ
れる審議会で一括して審議。
・詳細な説明は省略し、事前に出さ
れた質問、意見への回答を中心に
議事を進める。

① 次の要件をすべて満たす案件
　・変更の対象区域の用地取得が完了
　・住民からの反対意見がなく地域住
　　民との合意形成が図られている
　・関係機関との調整が図られている
　・事業が完了段階で意見の反映困難
② 整備済施設の追加、車線の決定等

住民からの意見書

 



 28

資料５ 様式集 
 
【様式一覧】 

手続き 様式例 備考 
都市計画素案の送付 様式第１号  
都市計画審議会への出席依頼 様式第２号  
関係機関協議（２３条６項） 様式第３号  
市町村への事前照会 様式第４号  
市町村への意見照会（１８条１項） 様式第５号  
国土交通大臣事前協議 様式第６号 指定様式 
国土交通大臣協議（１８条３項） 様式第７号 指定様式 
国土交通大臣協議の送付文 様式第８号 指定様式 
都市計画案への意見書（１７条２項） 様式第９号  
意見書に対する見解書（１８条２項） 様式第１０号  
都市計画決定図書の送付（２０条１項） 様式第１１号  
都市計画の決定（変更）の告示 様式第１２号 定型承認（土都計第２号）

都市計画の決定（変更）に係る図書の写しの縦覧の公告 様式第１３号 定型承認（土都計第３号）

都市計画の決定（変更）案の縦覧の公告 様式第１４号 定型承認（土都計第４号）

 
 
（様式第１号）都市計画素案の送付 

第       号 
  年  月  日 

鳥取県県土整備部 
  技術企画課長 様 
 
                            （事業者）○ ○ ○ ○ 
 
   都市計画の素案について（送付）  
 
 このことについて、下記のとおり都市計画を決定（変更）したいので素案を送付します。 

記 
 
１ 都市計画の種類及び名称 ○○○都市計画△△△ 
２ 位置 ○○市○○町○○～○○ 
３ 都市計画決定（変更）の希望時期 ○○年○○月頃 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第２号）都市計画審議会への出席依頼 

第       号 
  年  月  日 

（事 業 者）様 
 
                              鳥取県県土整備部 

技術企画課長 
 

第○○回鳥取県都市計画審議会の開催について（依頼） 

 

 ○○○の都市計画変更にかかる審議を行うにあたり、下記のとおり第○○回鳥取県都市計画審議会を開
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催しますので、担当者の出席をお願いします。 

 

記 

 

１ 日  時 平成○年○月○日（○）○時から○時 

２ 場  所 ○○ 

３ 議  題 別添議案のとおり 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第３号）施設管理予定者協議（２３条６項） 

第       号 
  年  月  日 

 （都市施設の管理予定者） 様 

 
鳥取県知事 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）について（協議） 

 

 このことについて、別添のとおり都市計画を決定（変更）したいので、都市計画法（昭和４３年法

律第１００号）第２３条第６項の規定により協議します。 

 ついては、  年  月  日（ ）までに御回答くださるようお願いします。 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第４号）市町村への事前照会 

第       号 
  年  月  日 

 （関係市町村都市計画担当課長） 様 

 
鳥取県県土整備部技術企画課長 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）について（照会） 

 

 このことについて、別添のとおり都市計画の決定（変更）を行いたいので、貴（市町村）の意見を

求めます。 

 ついては、  年  月  日（ ）までに御回答くださるようお願いします。 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第５号）市町村への意見照会（１８条１項） 

第       号 
  年  月  日 

 （関係市町村長） 様 

 

鳥取県知事 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）について（照会） 

 

 このことについて、別添のとおり都市計画の決定（変更）を行いたいので、都市計画法（昭和４３

年法律第１００号）第１８条第１項の規定（第２１条第２項において準用する場合を含む）により、

貴（市町村）の意見を求めます。 
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 ついては、  年  月  日（ ）までに御回答くださるようお願いします。 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第６号：指定様式）国土交通大臣事前協議 

第       号 
  年  月  日 

国土交通省中国地方整備局長 様 

                                                  鳥 取 県 

                         上記代表者 鳥取県知事 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）について（事前協議） 

 

 標記について、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）（第２１条第２項の規定において準用す

る同法）第１８条第３項の同意を得る予定ですが、都市計画決定事務を円滑に処理する必要がありま

すので、あらかじめ国土交通省の意見を伺います。この場合において、当該同意を得る際に必要とな

る国の関係行政機関の長への協議又は意見聴取については、国土交通省においてこれを行い意見をと

りまとめた上で回答されるようお願いします。 

 なお、回答については、都市計画決定事務を円滑に処理するため必要がありますので、文書にて行

われるようお願いします。 

 

（添付書類） 

１ 計画書 

２ 総括図 

３ 計画図 

４ 計画の策定の経緯の概要 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第７号：指定様式）国土交通大臣協議（１８条３項） 

第       号 
  年  月  日 

 

 国土交通省中国地方整備局長 様 

                                                  鳥 取 県 

                         上記代表者 鳥取県知事 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）について（事前協議） 

 

 このことについて、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）（第２１条第２項の規定において準

用する同法）第１８条第３項の規定により、協議します。 

 

（添付書類） 

１ 計画書 

２ 総括図 

３ 計画図 

４ 計画の策定の経緯の概要 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
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（様式第８号：指定様式）国土交通大臣協議の送付文 
第       号 
  年  月  日 

国土交通省中国地方整備局長 様 

                                                  鳥 取 県 

                         上記代表者 鳥取県知事 

 

○○○都市計画△△△の決定（変更）の協議に係る添付書類について（通知） 

 

 平成  年  月  日付第   号の協議に係る計画書、総括図及び計画図は、平成  年  

月  日付第   号で事前協議の際に提出した図書と変更がないことを証明します。 

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第９号）都市計画案への意見書（１７条２項） 

  年  月  日 
都市計画案への意見書 

 
 鳥取県知事 様 
                       （意見者） 
                         住 所 
                         氏 名 
                         連絡先 
 
 都市計画の案に対し、都市計画法第１７条第２項の規定により下記のとおり意見書を提出します。 

記 
件名 ○○○都市計画△△△の決定（変更） 
都市計画案との利害関係 （意見者が関係市町村の住民でない場合のみ記入） 
意見の内容  
注１）提出された意見書の要旨は鳥取県都市計画審議会に提出されます。 
注２）都市計画案との利害関係とは、勤務先が関係市町村、決定予定の施設（道路等）を利用する等で意

見者が都市計画案との利害関係人であることの理由を記載してください。 
注３）意見書により鳥取県が得た個人情報は都市計画の決定（変更）手続き以外の目的で使用しません。 
注４）意見の内容は｢別紙のとおり｣と記載し、別紙により提出していただいても構いません。 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第１０号）都市計画案への意見書に対する見解書（１８条２項） 

第       号 
  年  月  日 

都市計画案への意見書に対する見解書 

 
 鳥取県都市計画審議会会長 様 
                           鳥取県県土整備部長 
 

 都市計画案の縦覧を行ったところ、下記のとおり意見書が提出されましたので、都市計画法第１８条第

２項の規定により見解を添えて意見書の要旨を提出します。 

記 

審 議 会 名 第  回鳥取県都市計画審議会（平成  年  月  日） 

件 名 ○○○都市計画△△△の決定（変更） 

縦 覧 期 間 平成  年  月  日（ ）から平成  年  月  日（ ）まで 

縦 覧 者 数 ○名 



 32

提出のあった意見書 ○件 

 

【意見書の要旨と都市計画決定権者（県）の見解】 

意見書の要旨 都市計画決定権者（県）の見解 

  

  

 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第１１号）都市計画決定図書の送付（２０条第１項） 

第       号 
  年  月  日 

（関係市町村長）様  
 

鳥取県知事 

 
○○○都市計画△△△の決定（変更）の図書の写しについて（送付） 

 
 このことについて、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第１８条第１項の規定に基づき都市

計画を決定しましたので（第２１条第１項の規定に基づき都市計画を変更しましたので、同条第２項

において準用する）、同法第２０条第１項の規定により、別添のとおり図書の写しを送付します。 
 
――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第１２号）都市計画の決定（変更）の告示 
 
土都計第２号【都市計画の決定】 

鳥取県告示第  号 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第1項の規定により、都市計画を決定したので、同法第20条第１項の規定

により次のとおり告示し、同条第２項の規定により当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 都市計画を定める土地の区域 

  ○○○ 

３ 縦覧場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220） 

 

（記載上の注意事項） 

１ 都市計画の種類及び名称 

 ○○○は都市計画区域名、△△△は都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２）、区域区分（法第７条）、

地域地区（法第８条）、都市施設（法第11条）、市街地開発事業（法第12条）、市街地開発事業等予定区域（法第12条の

２）等とする。 

２ 都市計画を定める土地の区域 

(１)都市計画を定める土地の区域は、郡、市、町村、大字（町及び丁目）をもって表すものとする。関係する土地の区域

が多い場合等で、これによりがたい場合には「計画図のとおり（計画図は省略し、縦覧場所で縦覧に供する。）」と記

載する。（下水道の排水区域のみの場合は「計画図」を「総括図」と記載する。） 

(２)都市計画が複数に分かれる場合には、それぞれについて土地の区域を記載する。 



 33

 

土都計第２号【都市計画の変更】 

鳥取県告示第  号 

 都市計画法（昭和43 年法律第100 号）第21 条第1 項の規定により、都市計画を変更したので、同条第２項において準用

する同法第20条第１項の規定により次のとおり告示し、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定によ

り当該都市計画の図書を公衆の縦覧に供する。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

  ○○○ 

３ 縦覧場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220） 

 

（記載上の注意事項） 

１ 都市計画の種類及び名称 

(１)○○○は都市計画区域名、△△△は都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２）、区域区分（法第７

条）、地域地区（法第８条）、都市施設（法第11条）、市街地開発事業（法第12条）、市街地開発事業等予定区域（法

第12条の２）等とする。 

(２)名称を変更する場合は、変更後の名称を記載し、その横に括弧書きで変更前の名称を記載する。 

（例）○○○都市計画△△△（変更前 ○○○都市計画△△△） 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

(１)都市計画を変更する土地の区域は、郡、市、町村、大字（町及び丁目）をもって表すものとし、次の例のように区分

して記載する。関係する土地の区域が多い場合等で、これによりがたい場合には「計画図のとおり（計画図は省略し、

縦覧場所で縦覧に供する。）」と記載する。（下水道の排水区域のみの場合は「計画図」を「総括図」と記載する。） 

 （例）追加する部分 ○○  変更する部分 ○○  削除する部分 ○○ 

(２)都市計画が複数に分かれる場合には、それぞれについて土地の区域を記載する。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第１３号）都市計画の決定（変更）に係る図書の写しの縦覧の公告 
 
土都計第３号【都市計画の決定に係る図書の写しの縦覧】 

 

公   告 

 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第20条第１項の規定により、○○（市町村）から都市計画の決定に係る図書の写しの

送付を受けたので、同条第２項の規定により次のとおり公衆の縦覧に供する。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 縦覧場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220） 
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（記載上の注意事項） 

都市計画の種類及び名称 

 ○○○は都市計画区域名、△△△は地域地区（法第８条）、促進区域（法第10条の２）、都市施設（法第11条）、市街地開

発事業（法第12条）、地区計画等（法第12条の４）等とする。 

 

 

土都計第３号【都市計画の変更に係る図書の写しの縦覧】 

 

公   告 

 

都市計画法（昭和43年法律第100号）第21条第２項において準用する同法第20条第１項の規定により、○○（市町村）から

都市計画の変更に係る図書の写しの送付を受けたので、同法第21条第２項において準用する同法第20条第２項の規定により次

のとおり公衆の縦覧に供する。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 縦覧場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220） 

 

 

（記載上の注意事項） 

都市計画の種類及び名称 

 ○○○は都市計画区域名、△△△は地域地区（法第８条）、促進区域（法第10条の２）、都市施設（法第11条）、市街地開

発事業（法第12条）、地区計画等（法第12条の４）等とする。 

 

――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――――― 
（様式第１４号）都市計画の決定（変更）案の縦覧の公告 
 

土都計第４号【都市計画の決定案の縦覧】 

 

公   告 

 

 都市計画法（昭和43年法律第100号）第18条第1項の規定により、都市計画を決定しようとするので、同法第17条第１

項の規定により公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案については、縦覧期間満了の日までに知事に意見書を提出することができる。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 都市計画を定める土地の区域 

  ○○○ 

３ 縦覧場所及び意見書の提出場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220）及び○○市役所（町村役場）○○課（所在地） 

４ 縦覧期間及び意見書の提出期間 
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   年 月 日から 年 月 日まで（２週間） 

 

（記載上の注意事項） 

１ 都市計画の種類及び名称 

  ○○○は都市計画区域名、△△△は都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２）、区域区分（法第７条）、

地域地区（法第８条）、都市施設（法第11条）、市街地開発事業（法第12条）、市街地開発事業等予定区域（法第12条の２）

等とする。 

２ 都市計画を定める土地の区域 

(１)都市計画を定める土地の区域は、郡、市、町村、大字（町及び丁目）をもって表すものとする。関係する土地の区域

が多い場合等で、これによりがたい場合には「計画図のとおり（計画図は省略し、縦覧場所で縦覧に供する。）」と記

載する。（下水道の排水区域のみの場合は「計画図」を「総括図」と記載する。） 

(２)都市計画が複数に分かれる場合には、それぞれについて土地の区域を記載する。 

 

 

土都計第４号【都市計画の変更案の縦覧】 

公   告 

 

 都市計画法（昭和43 年法律第100 号）第21 条第１項の規定により、都市計画を変更しようとするので、同条第２項にお

いて準用する同法第17条第１項の規定により公告し、当該都市計画の案を公衆の縦覧に供する。 

 なお、当該都市計画の案については、公告の日から縦覧期間満了の日までに知事に意見書を提出することができる。 

 

平成 年 月 日 

鳥取県知事 ○ ○ ○ ○   

 

１ 都市計画の種類及び名称 

○○○都市計画△△△ 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

  ○○○ 

３ 縦覧場所及び意見書の提出場所 

鳥取県県土整備部技術企画課（鳥取市東町一丁目220）及び○○市役所（町村役場）○○課（所在地） 

４ 縦覧期間及び意見書の提出期間 

   年 月 日から 年 月 日まで（２週間） 

 

（記載上の注意事項） 

１ 都市計画の種類及び名称 

(１)○○○は都市計画区域名、△△△は都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２）、区域区分（法第７

条）、地域地区（法第８条）、都市施設（法第11条）、市街地開発事業（法第12条）、市街地開発事業等予定区域（法

第12条の２）等とする。 

(２)名称を変更する場合は、変更後の名称を記載し、その横に括弧書きで変更前の名称を記載する。 

（例）○○○都市計画△△△（変更前 ○○○都市計画△△△） 

２ 都市計画を変更する土地の区域 

(１)都市計画を変更する土地の区域は、郡、市、町村、大字（町及び丁目）をもって表すものとし、次の例のように区分

して記載する。関係する土地の区域が多い場合等で、これによりがたい場合には「計画図のとおり（計画図は省略し、

縦覧場所で縦覧に供する。）」と記載する。（下水道の排水区域のみの場合は「計画図」を「総括図」と記載する。） 

 （例）追加する部分 ○○  変更する部分 ○○  削除する部分 ○○ 

(２)都市計画が複数に分かれる場合には、それぞれについて土地の区域を記載する。 
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【平成２８年４月作成】 

鳥取県県土整備部技術企画課 

  都市計画室 

  電話：0857-26-7366 FAX：0857-26-8189 

  電子ﾒｰﾙ：gijutsukikaku@pref.tottori.jp 


